



































































































































































































避難場所 回線数 避難場所 回線数 避難場所 回線数
第三小学校
ﾌ育館 8回線
第一小学校 4回線 森岳公民館 2回線
市体育館 10回線 第一中学校 4回線
島　原　市
有馬武道館 4回線 第四小学校 3回線





























































島　原 TYIlP 三　角 TYlIP 熊　本
諌　閑 長　崎
②可搬形無線機（TY112P）による市外回線の確保
島　原 TY112P 玉　名 熊　本 長　崎
諌　早
Fig．5　Relief　system　of　protable　wireless　telegra－
　　　phy　of　Nakao　root
ケースや，雨雲によって無線が届かないケースが生じ
た．7月下旬の大雨の時に，雨雲によって電波が届か
ないために，電話がふくそうしアメダスの記録も消え
たケースが生じた．NTTではこのとき急遽，深江ルー
ト（国道251号線）に切り替えて対応した．普賢岳噴火
の長期化が想定されるに及び，NTTは通信確保に万
全を期すため，諌早一小浜間に恒久的な市外回線設備
「光ファイバーケーブル」ルート（30km）を新設した．
6月24日越着工し，約2，000回線を確保した．この回線
はバイパス回線で深江ルートが切断されることになっ
ても，半島南部の通話は維持できる．この他に諫早一
島原間にはディジタル化促進ならびに市外回線の確保
策として，新たに容量が大きいF－600M方式（約8，000
回線）の光伝送路を増設した．
　6月に入ると，北部の中尾川流域の南千本木，北千
本木地区が土石流の避難対象地区に指定された．島原
への市外ルートは，無線ルート（島原一長崎）と有線
ルートの2つがあり，このうち有線ルートは，同軸ケー
ブルと光ケーブルの2ルートで構成され，中尾川を横
断している．中尾川での土石流発生により有線ルート
が切断されると，無線回線のみとなる．この無線回線
についても中木場地区の無線中継反射板が警戒区域内
であることから，火砕流などの被害が考えられるため
に，Fig．5のような別ルートでの無線回線を作成し，通
話を確保した．この時点までのNTT諫早支店による
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Fig．6　Relief　system　of　transmission　line　of　Shimabara　area
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雲仙普賢岳の火山災害に伴う島原地区伝搬路救済措置
は，Fig．6のとおりである．
　この他，NTT諌早支店は，避難対象地区の住民，商
工業者の対象軒数約3，000の電話基本料金と電話移転
工事料金を6月18日無料にした．一般家庭の場合，月
額1，590円を，警戒区域・避難勧告の日から電話の使用
を再開するまで，日数に応じて免除した．また，避難
区域外へ電話を仮設住宅などに移転する場合は工事料
は全て無料とした．この場合，移転の意味は元と同じ
番号で新しい電話機を使用するもので，必ずしも避難
区域から電話器を移動するわけではない．
3．鉄道
　島原鉄道は，明治41年5月島原鉄道㈱として創立さ
れ，大正2年全線開通（諌早一島原三間42．3km）し
た．その後，昭和18年に口之津鉄道を吸収合併し，Fig．
7に示すような現在の諌早一加津佐間78．5kmの営業路
線となった．私鉄ローカル線として，時代とともに脱
皮を重ね，バス，フェリーときめ細かいネットワーク
を形成して，住民の通勤・通学および観光の足の役目
を果たしてきた．昭和32年の諌早水害では，鉄橋およ
び線路が被害を受けたが，35日間のストップで復旧し
ている．
　今回の雲仙岳の噴火災害では，島原鉄道は事前にマ
。
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　　　ユ0㎏
Fig．70peration　line　of　Shimabara　Railways
ニュアルを作成していた．5月15日からの水無川の土
石流以来，監視人を立てて鉄道電話によって連絡する
システムをつくった．水無川を渡る水無川橋では，車
両は徐行運転を行った。いま一つの問題は，降灰対策
である．火山灰の付着による電流の流れの悪化のため
に，踏切の遮断機や警報機の誤差動が発生した．5月
29日には，市内の数ヶ所に発生した．降灰対策は，鹿
児島の市電や熊本の南阿蘇鉄道で実績があるので，こ
れらの経験を参考にした．降灰がある地点は，南島原
始一大三東駅に限られていたので，朝5時に保線員が
見回った．線路上の降灰除去は当初人力で行ったが，
6月に入るとモーターカーに箒，洗車ブラシ，除草剤
のタンクをつけた装置を開発して行った．降灰の地点
が限られたので，このような対策が可能であった．
　6月3日の火砕流で，17時に残りの3本を南島原で
運転を打ち切った．この火砕流では，島原鉄道の軌道，
車両には被害はなかった．6月5日に実施された火砕
流に対する現地調査の結果から，自主的に南島原一布
津間の運行休止を決めた．その後，Table　3に示すよう
に，諌早一二島原，布津一加津佐間の運転を行った．
運行ダイヤは元のままである．布津一加津佐間には，
修理基地がないので，分断の長期化に伴って，布津一
加津佐間にある車両の故障が心配されている．
Table　3　0peration　of　Shiwapara　Railways
年月　日 』内　　　　　　容
H3．6．4（夕方） 南島原～加津佐（運休）
6．5 南島原～布津（運休）
（諌早～南島原，布津～加津佐）
8．1 南島原～島原外港（延長運転）
8．10 深江～布津（延長運転）
　南島原一布津間の島原鉄道の運休，国道251号線の
諏訪駐在所一深江町役場前の全面通行止，国道57号線
九十九ホテルー虚言展望台の全面通行止に伴って，深
江側から島原市への通勤・通学が困難になってきた
（Table　4）．このために，須川港（西有家町）一島原
外港に毎日4往復の九州商船のフェリー（700トン級，
定員700名）が6月10日から就航した．しかし，この臨
時フェリーは，海上警戒区域設定とともに，6月13画
面ら欠航した．島原鉄道では，雲仙を迂回するルート
で有家駅と島原駅を結ぶ1日1往復のノンストップバ
ス便を6月14日から運行開始した．これは，通勤・通
学の足となっていた九州商船の須川港一島原外港間
の臨時フェリー欠航のための処置である．また，島原
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Table　4　Traffic　controll　and　altanated　transportation
区　　　　　分 区　　　　　間 期　　　　　間　　　　等
国道251 九十九ホテル～諏訪交番前
6月3日～7月26日　全面通行止
V月27日から　駐停車禁止（許可車のみ）
X月22日　規制解除
1．交通規制
@（幹線）
国道　57 九十九ホテル～俵石展望台 6月3日から　全面通行止
広域農道 第三中学校～縦横馬場交差点 全面通行止
仁田峠循環道路 全線（支線を含む） 全面通行止
県道千本木島三二線 南千本木ミカド入口～終点 6月13日から　全面通行止
2．陸上交通
島原鉄道 南島原～布津
　　　　　　　　　　8月1日　島原外港まで延長6月4日から　運休　　　　　　　　　　8月10日　深江まで延長
島原バス 交通規制区間 運　　休
九州商船 島原～三角
6月3日～7月14日　運　　休
V月15日から　運航（再開）
3．海上交通 九州商船 島原～須川
6月10日から　就航
U月13日から　運休　　　　　L　、
U月28日から　運航（再開）
安田汽船 島原～布津 6月24日から　就航，
島原観光汽船 島原～布津 6月20日から　就航
外港一布津漁港間に6月20日から島原観光汽船，6月
22日から安田汽船の高速船が就航した．運賃は島原鉄
道の島原外港一布津間と同じ一般340円である．いず
れも交通対策として長崎県が要請に応えて実現したも
のである．
　なお，島原鉄道では，不通となっていた南島原一布
津間のうち，南島原一島原外港の運転を8月1日から
再開した．普賢岳が比較的落い着いた状況にあること，
7月28日から国道251号線の通行禁止が緩和されたこ
と，8月1日から島原市の高校などで2学期が始まり，
島原外港がフェリーや高速船の基地となっていること
などを考慮して住民の足を確保するためにとられた処
置である．8月10日から深江一布津間（2駅子）の運
転が再開された．深江町の自主避難区域の住民が，7
月30日までに避難先から帰宅して利用者がいることお
よび深江駅から警戒区域まで約1kmの距離があること
から一応安全として再開したものである．
　島原鉄道の線路は，6月30日の水無川の土石流で350
mの長さにわたって被害を受けた．国道251号線にあふ
れた土石流が，線路に流れ込んだためである．水無川
の水無川橋には被害がない．島原鉄道では堆積した土
砂を撤去して，仮設した線路で徐行で鉄道を通す計画
をもっている．しかし，警戒区域内で立ち入れないこ
と，また，仮に応急復旧しても鉄道の車両の緊急な対
応が無理なことから，3ヶ月以上，復旧費3～5億円
を必要とする復旧の具体的なスケジュールは決まって
いない．やっと9月に入って，島原鉄道は調査のため
の警戒区域入域を島原市災害対策本部から認められ，
9月18，19日の両日，自衛隊の立会のもとで，測量な
どの基礎調査を行った．しかし，本格的な復旧工事の
ための入域許可は難しい状況である．
　災害復旧費の補助はなく，融資制度があるのみであ
る．長崎県交通政策課では，島原鉄道の復旧を鉄道軌
道整備法に基づく鉄道被害復旧事業の適用を受ける方
向で国との調整を行っている．この復旧事業の適用を
受けられれば，国・長崎県から工事費の半分の補助を
受けることができる．しかし，災害が進行中で被害が
確定していないので，現行法のもとでは復旧工事に着
手できない状況にある．島原鉄道の鉄道部門は，徹底
した合理化で昭和60年からはかろうじて黒字を維持し
ているが，今回の分断の長期化，乗客の減少（4割減）
で経営の不安も心配されている．
　千本木地区の火砕流が中尾川側に流下した場合には，
島原鉄道は，島原市をはさんで3分され，鉄道一代替
バスー海上交通一鉄道となる危険もある．この点か
らも島原鉄道は，水無川の線路の早期復旧を望んでい
る．なお，島原地区が孤立する恐れのある災害が発生
した場合には，国道251号線は車両混雑で使えない可能
性があるので，JRの車両を乗り入れて住民を大量輸送
する計画も検討されている．
　　　　　雲仙普賢岳の火山災害に関する都市システムの応急対策その2電気通信，鉄道の対応
4．まとめ
　本論文では，雲仙普賢岳の火山災害に対する電気通
信と鉄道の事前対策と応急対策をまとめた．各機関は
雲仙岳の198年前の災害のシナリオを警戒した情報収
集を始めた．平成3年2月26日島原市によって公表さ
れた「眉山崩壊に備えての避難計画」は，その規模お
よび内容の妥当性はともかく各機関に自らのシステム
を守るための事前対策を立案させるうえで，きわめて
有効であったと評価できる．各種の災害に対して，ハ
ザードマップなどが作成されていれば，さらに効果的
と考えられる．
　各ライフライン，電気通信などの全国的な組織をも
つ機関では，各地の災害に対する経験からノウハウを
もっており，最近の技術を投入することができる．災
害対策が復旧の段階を迎えると，このようなノウハウ
を復旧計画に活用することが望まれる．
　本研究によって，ライフライン，電機通信などの事
前対策と応急対策を明らかにすることができた．警戒
区域，．避難勧告が解除された後の復旧については改め
て調査する予定である．
　今回の災害で注目された土石流，火砕流の映像を求
めて加熱した取材を行ったマスコミ，火砕流による負
傷者を受け入れ，転院させた島原温泉病院，避難所の
市民の巡回医療を行った島原市医師会，火砕流に対し
て唯一対応できた自衛隊などの組織の対応については，
すでに大部分調査を終えている．これらについては，
順次発表する予定である．
　本調査を行うにあたり，NTT諌早支店，　NTT島原
営業所，島原鉄道㈱，長崎県災害対策本部の担当者の
お世話になった．災害の対策，復旧に多忙な折，調査
に協力頂いた担当者の皆様に謝意を表する．また，本
調査をまとめるにあたって，朝日新聞，島原新聞，長
崎新聞，西日本新聞，毎日新聞および読売新聞を参考
にした．なお，本研究を行うにあたり，平成3年度文
部省科学研究費補助金総合研究（A）「1991年雲仙岳に
おける土石流の調査研究」（研究代表者：平野宗夫・九
州大学工学部教授）および重点領域研究（自然災害）
計画研究「傾斜都市域の洪水・土砂氾濫災害の予測と
軽減・復興対策に関する研究」（研究代表者：高橋保・
京都大学防災研究所教授）の2件の研究費を使用した
ことを付記する．
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